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１．研究計画の概要 
本計画の目的は、「外地」も含めた「大日本
帝国」下における戦時農地政策の具体的な実
施・運用過程とその政策効果を実証的に明ら
かにするとともに、その歴史的位置付け・意
義を地域間の相違を踏まえ、比較史的に明ら
かにすることにある。 
(1)日本（「内地」）における戦時農地政策の分
析を進めることである。①農林水産省所蔵の
戦時期農林省行政文書を収集し、分析するこ
とである。②道府県庁行政文書を収集し、分
析することである。③刊本や個人所有の戦時
農地政策に関する資料を収集し、分析するこ
とである。 
(2)「外地」（朝鮮、台湾、樺太、南洋群島）
における戦時農地政策の分析を進めること
である。朝鮮総督府文書、台湾総督府文書、
樺太庁文書を中心に行政文書を収集し、分析
するとともに、関係の刊本資料を収集し、分
析することである。 
（３）以上の分析結果を、論文として公表し
ていくことである。 
 

２．研究の進捗状況 
（１）日本における戦時農地政策に関する史
料収集・分析について。 
①戦時期農林水産省行政文書については、補
足的な資料収集を除いては、ほぼ終了した。
農林水産省には、戦時期に農林省が編集した
刊本類もかなり残されており、それらも含め
て収集した。 
②道府県庁行政文書についても、文書館・図
書館などでほぼ収集を終えた。 
（２）「外地」（朝鮮、台湾、樺太、南洋群島）
における戦時農地政策の資料収集について。 

①朝鮮総督府行政文書（国家記録院）につい
ては、『昭和 17年度府尹郡守会議報告書綴』、
『情報週間展望』、『昭和 17 年現下食糧事情
ヲ繞ル治安対策』、『経済治安日誌』を収集し
た。また、『朝日新聞外地版』、『（大阪）毎日
新聞』外地版の検索を進めている。『朝鮮総
督府帝国議会説明資料』などは復刻されてお
り、有用な記述が見られる。 
②台湾総督府行政文書については、台湾総督
府行政文書についての檜山幸夫氏（中京大
学）の論稿や阿部英樹氏（中京大学）からの
聞取りから、戦時期の農地政策の行政文書収
集がかなり難しいことが分かり、調査は行な
っていない。ただ、台湾総督府殖産局『台湾
農業年報』や台湾総督府『台湾統治概要』な
どの刊本類により関係資料を収集している。 
③樺太については、樺太庁東京事務所文書が
北海道立文書館に所蔵されており、現在関係
資料を収集中である。また、北海道拓殖銀行
旧蔵文書の中に有用な資料があり、現在収集
中である。その他、雑誌や刊本類の関係資料
を収集している。 
④南洋群島については、関係資料が極端に少
なく、主に新聞資料と刊本に頼らざるを得ず、
現在その関係資料を収集中である。 
（３）成果の公表について 
①戦時期農地政策について、重要と思われる
資料については、『広島大学経済論叢』に「日
本における戦時期農地・農地政策関係資料」
として公表してきたが、2008 年の 15 回でと
りあえず、主な資料の公表を終えることが出
来た。 
②論文の公表では、戦時期・戦後改革期にお
ける農地委員会について、年齢構成の視点か
らの分析を公表した。その他、本研究で収集
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した資料や新たな知見も含む論文を公表し
た。 
 

３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している。 
（理由） 
資料調査については、一部、断念せざるを得
ないところもあり、その点では、当初の計画
通りではなかったが、その他の点では、資料
収集・分析とその公表ともに、おおむね順調
に進展している。 
 

４．今後の研究の推進方策 
（１）資料収集 
「外地」（朝鮮、台湾、樺太、南洋群島）に
ついての資料収集を続けていく。今後は補足
的な資料収集となる見込である。 
（２）収集した資料の分析 
①臨時農地価格統制令についての、運用実態
分析を進めていく。 
②「外地」（朝鮮、台湾、樺太、南洋群島）
についての資料分析を進めていく。 
（３）公表 
これまで公表した研究成果と今年度の資料
分析を踏まえ、研究成果を『日本における戦
時農地政策の研究』（仮題）として、一書に
まとめる予定である。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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